消防計画書
防火対象物名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

概　　　　　要

１　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）－　　－　　　

２　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　管理権原者(代表者)氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　防火管理者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　年　　　月　　　日　

５　敷地面積　　　　　　　　　　　　　　㎡
６　建築面積　　　　　　　　　　　　　　㎡　　延面積　　　　　　　　　　　　　㎡
７　収容人員（合計）　　　　　　　　　　人
　　（※別紙「防火対象物の収容人員の算定方法」に基づき算定すること。）

８　建物の構造及び概要

	棟　の　名　称
	
	

	建　物　の　概　要
	構造
	
	

	
	建築年月日
	S.H　年　月　日
	S.H　年　月　日

	
	階数（地上/地下）
	地上　　　／地下　　　
	地上　　　／地下　　

	
	各階の用途
	
	

	
	床面積
	　㎡
	　㎡

	収容人員
	従業員（人）

不特定者（人）
	人

人
	人

人


消　防　計　画　書

(目的)

第１条　この消防計画は、消防法第8条第１項に基づき　　　　　　　　　　　における防火管理業務について必要な事項を定め、火災地震その他の災害の予防及び人命の安全並びに被害を最小限に防止することを目的とする。

(消防計画の適用範囲)

第２条　この消防計画は、　　　　　　　　　　に勤務する従業員、出入するすべての者に適用する。

(防火管理の責務と業務)

第３条　防火管理者は　　　　　　　　　　とし、防火管理上必要な業務を行うほか、次の業務を行う。

（１）　消防計画の作成、変更及び届出に関すること。

（２）　防火教育、消防訓練の実施に関すること。

（３）　避難または防火上必要な設備の点検及び維持管理に関すること。

（４）　消防用設備の自主点検に関すること。

（５）　自衛消防隊組織の編成に関すること（夜間を含む。）。

（６）　火元責任者の指定及び火気取扱い上の注意。

（7） その他防火管理上必要な業務。

(防火管理者への連絡事項)
第４条　次の事項を行う者は、防火管理者へ事前に連絡し、火災予防上必要な指示を受けなければならない。

（１）　指定場所以外で臨時に火気を使用するとき。

（２）　火気使用設備・器具を設置または設置場所を変更するとき。

(宿直者、警備員の業務)
第５条　宿直者、警備員は館内及び建物周辺を巡回し、火災予防上の安全を確認するほか、次の業務を行うこと。

（１）　各階火気使用箇所及び管理状況の確認。

（２）　消防用設備等の適正な機能保持の確認。

（３）　避難口、廊下、階段及び避難通路等の状況確認。

（４）　その他、火災予防及び人命安全上必要な事項。

２　宿直者、警備員は巡回等の結果を防火点検日誌に記録し、防火管理者に報告すること。

（防火管理組織）

第６条　火災予防に徹底を期すため、防火管理者の下に火元責任者をおくものとする。

２　火元責任者は、消防用設備、避難設備及びその他火気使用設備について適正管理機能保持のための業務を行い、分担は別に定める内容とする。

（建物等及び消防用設備等の自主点検）

第７条　建物等及び消防用設備等の自主点検は別に定める点検表に基づき月１回実施する。平素における維持管理は防火管理者が行う。

（消防用設備等の点検報告）

第８条　防火対象物の関係者は、消防用設備等について６ヶ月毎に点検を実施し、その結果を記録保存する。また、点検による不備事項は速やかに是正する。

２　管理権原者は、消防用設備等の点検結果を　　年に１回消防長に報告する。

(自衛消防隊の設置)

第９条　火災その他の事故発生時、被害を最小限にとどめるため、非常時に備え自衛消防隊組織を編成する。組織編成は別に定める。

(火気使用時の遵守事項)

第10条　当該施設を使用する者、または勤務する者は火気等について次の事項を遵守しなければならない。

（１）　火気使用設備器具は使用する前後には、点検を行い安全を確認すること。

（２）　調理室、湯沸し場等は整理整頓すること。

（３）　プロパンガス器具等を使用した後は元栓を締めること。

（４）　危険物の保管、取扱いについては十分注意すること。

（５）　避難経路については、避難障害となる物品を置かないこと。

（避難経路）

第11条　防火管理者は人命の安全を確保するため、消防用設備等の設置位置、避難経路図を作成し、避難に万全を図るものとする。

（防火教育訓練）

第12条　火災等有事に際し、被害を最小限に防止するため、防火教育・訓練を別に定める内容で実施する。

（消防訓練）

第13条　消火、通報、避難訓練は別に定める内容に基づき、年　　回以上実施する。
（消防訓練通知・消防訓練結果報告）

第14条　消防訓練を実施する場合、「消防訓練通知書」により消防本部に通知するとともに、消防訓練結果を「消防訓練結果報告書」により消防本部に報告するものとする。

（震災予防措置）

第15条　震災以外の予防措置は第７条に定める自主点検によるほか、次の事項を行う。

（１）　建物及び付随する設備器具（看板、ロッカー、棚等）の倒壊、転倒、落下防止措置。

（２）　火気使用設備器具等の転倒・転落防止措置。

（３）　危険物施設からの漏洩、プロパンガスボンベ等の転倒、漏洩等による発火防止の措置。

（４）　震災時の備蓄品として別表に基づき備蓄する。

（震災後の安全措置）

第16条　震災後の安全措置は次のとおりとする。

（１）　震災発生直後は身の安全を第一とする。まず、机等の下、建物の間仕切りなど丈夫そうな所に一時避難し、落下物に注意し安全な場所に避難すること。

（２）　出火防止に留意すること。

　　　①　火気使用設備器具等の点検を行い、その安全を確認後、使用を開始する。

　　　②　ボイラーの停止及び燃料バルブ等の操作確認。

　　　③　プロパンガスボンベの配管、ホースの確認。

（３）　震災後、防火管理者及び火元責任者は、二次災害を防止するため建物、火気使用設備器具及び危険物施設について点検を実施し、異常が認められた場合は直ちに応急措置を行う。

（４）　各設備器具は安全を確認後使用する。

（震災後の活動）

第17条　震災後の活動は次によること。

（１）　情報収集

　　　　　テレビ、ラジオ及び行政機関が行う広報等あらゆるメディアにより情報収集を行う。

（２）　避難誘導等

　　　①　勤務または出入する全ての者を落ち着かせ、自衛消防隊長の避難指示があるまで、キャビネット、照明器具等の転倒・落下に注意しながら柱の周囲や壁際など安全な場所で待機する。

　　　②　勤務または出入する全ての者を避難誘導するときは、一次避難場所　　　　　　
　　　　に集合させ、防災関係機関の避難命令または自衛消防隊長の命令により、市指定の二次避難場所　　　　　　　　　　　までの道路状況、地域の被害状況等を考慮して避難誘導する。

　　　③　道路避難の時は、落下物、倒壊建物等に気をつけて避難する。また、避難の際には自動車の使用を避け、徒歩とする。

（３）　警戒宣言発令時の対応措置

　　　　　　警戒宣言が発令された時、自衛消防隊長は勤務または出入する全ての者に対し、放送設備、携帯拡声器等を使用し伝達する。

（４）　震災による被害の防止措置

　　　①　震災により火災発生のおそれのある火気使用設備器具の使用は、原則として禁止する。やむを得ず使用する場合は最小限の使用とする。

　　　②　窓ガラスの飛散防止措置。キャビネット、照明器具、ＯＡ機器等の物品の転倒・落下防止措置。

（５）　震災による火災防止措置

　　　①　身近で使用中の火気使用設備器具は直ちに使用を停止する。

　　　②　建物内に火災が発生した場合は、避難誘導を除いて他の活動に優先して消火活動にあたる。

（工事等にともなう連絡事項）

第18条　工事責任者は、増改築、模様替え等の工事を行う時は、その内容を検討し、事前に消防本部へ連絡して指導を受けるとともに火災予防上必要な措置を講ずるものとする。

　（１）　溶接等の火気を使用して作業を行うとき。

（２）　危険物品等を使用して作業を行うとき。

　（３）　消防用設備等の機能を全部または一部の停止しようとするとき、及び移設や取替えをしようとするとき。

　（４）　工事現場で工事用シートを使用するとき。

　（５）　その他、工事に関して連絡を必要とするとき。

(事務連絡)

第19条　防火管理者は、常に消防機関と連絡を密にし、防火管理業務の適正を期するものとする。

この消防計画は令和　　　年　　　月　　　日より実施する

防火管理組織の編成表 

(第６条関係)

	火元責任者
	責任区域
	業　　　　　務

	
	廊下・通路等
	１　火気使用設備器具の安全確認

２　避難口、避難通路の障害物の除去

３　避難口の施錠等の確認

４　消防用設備等の維持管理



	
	事務室
	

	
	各室
	

	
	食堂
	

	
	調理室
	

	
	湯沸し室
	

	
	ボイラー室
電気室
	

	
	
	


消防用設備等点検実施者および実施日指定表

（第８条関係）

	　　　　点検種別

点検対象
	防火管理者及び点検資格者が行う点検

	
	機器点検
	総合点検
	実施者

	消火器
	月
	月
	（点検業者名）
℡　　－

	自動火災報知設備
	
	
	

	誘導灯・誘導標識
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


自衛消防隊組織編成表
（第９条関係）

	自衛消防隊副隊長　　（　　　　　　　　　　　　）

自衛消防隊長　　　　（　　　　　　　　　　　　）
	通報連絡班
	通報連絡係
	

	
	情報収集班
	情報収集係
	

	
	消火班
	消火係
	

	
	避難誘導班
	避難誘導係
	

	
	安全防護班
	防火シャッター係
	

	
	
	危険物係
	

	
	
	ガス係
	

	
	
	電気係
	

	
	救護班
	救護係
	

	
	重要物件搬出班
	重要物件搬出係
	


終業後（夜間）における火災発生時の緊急連絡網等
	管理権原者

℡（　　）
	防火管理者

℡（　　）

	※ 警備会社への移報がある場合は会社名と連絡先を記入。


防火教育・訓練実施日
（第１２条、第１３条関係）

	区　　別
	実施月日
	備　　考

	基礎訓練

部分訓練
	消火訓練
	随時実施する
	

	
	通報訓練
	随時実施する
	

	
	避難訓練
	随時実施する
	

	総合訓練及び防災教育
	月　　
	月　　
	

	震　災　訓　練
	　上記の各種訓練に準じて行うほか、関係機関が行う訓練に積極的に参加する。


防災教育時の確認事項

１　お客様に避難口の場所を説明できますか。

２　あなたの持ち場近くにある消火器の位置を覚えていますか。

３　消火器を使えますか。

４　館内にある消防用設備等の種類と使用方法を知っていますか。

５　火災時の通報先と電話番号を知っていますか。

６　自衛消防隊としてのあなたの任務を知っていますか。

７　避難口の位置を覚えていますか。

８　喫煙について守らなければならないことを知っていますか。

９　火気使用設備器具を使用する際には守るべきことを覚えていますか。

10 避難器具の設置位置を覚えていますか。また、使用方法を知っていますか。

11 防火戸について、注意すべきことを知っていますか。

12 物品等を絶対に置いてはいけない場所をしっていますか。

（注）　防火教育、消防訓練を実施する場合は、「消防訓練通知書」により消防本部に通知する

火災等の発生時に取るべき行動内容は次のとおりとする

　　　　　　　　　　　　　①焦げ臭い

（１）火災等の発見は　　　②異常な煙

　　　　　　　　　　　　　③自動火災報知設備のベル（受信機の表示で確認）

　　　　　　　　　　　　　①異常を発見した者はその箇所に行き、出火点の確認をする

（２）出火箇所の確認　　　②火災であったならば近くの従業員、防火管理者に大声で知

らせるとともに、初期消火体制に入る

　　　　　　　　　　　　　①出火箇所近くの者は消火器等を運び初期消火を行う

（３）消火作業は

　　　　　　　　　　　　　②消火不可能な場合は、消防隊の応援要請をする


　　　　　　　　　　　　　①出火場所確認者より連絡を受けた通報連絡員は消防機関へ

　　　　　　　　　　　　　　１１９番通報する

（４）通報連絡は

　　　　　　　　　　　　　②放送設備等により施設内への火災発生放送

　　　　　　　　　　　　　③従業員に対し火災防御、避難誘導に対する指示及び命令


　　　　　　　　　　　　　①携帯マイク等により出火場所の反対側非常口への避難誘導

（５）避難誘導は　　　　　②逃げ遅れた者がいないかを確認し、不明者がいた場合は消

防隊等に報告する

始業・終業時の火気取扱い及び留意事項は次の内容とする

１　始業時の火気取扱い及び留意事項

　（１）プロパンガス設備機器を使用する場合は、ガス漏れに注意し点火すること。

　（２）石油ストーブ、バーナー等を点火する場合は、油漏れ等の点検を行い使用すること。

　（３）火気を使用する設備器具は、可燃物の落下、接近に注意すること。

　（４）消防用設備等の位置確認及び機能維持の確認を行うこと。

　（５）避難経路の確保及び避難障害となるものがないか確認すること。

２　終業時の火気取扱い及び留意事項

　（１）プロパンガス設備器具元栓の閉止を確認すること。

　（２）火気を使用する設備器具は完全に消火したことを確認すること。

　（３）暖房器具の火は完全に消火すること。

　（４）電気暖房器の使用後は必ずコンセントから差込を抜くこと。

　（５）避難経路の確保及び避難口の施錠等を行うこと。

　（６）施設内を巡回し火気がないかを確認すること。

震災時備品備蓄場所
（15条関係）

	
	備　蓄　品　目
	数　量
	備蓄場所
	担　当　者
	備　　　考

	１
	保存用飲料水
	
	
	
	

	２
	給食・給水・炊飯用品一式
	
	
	
	

	３
	保存用食料(主食・副食)
	
	
	
	

	４
	医薬品(救急セット)
	
	
	
	

	５
	搬送用具(担架等)
	
	
	
	

	６
	保護用品(ヘルメット等)
	
	
	
	

	７
	照明器具(防水ライト)
	
	
	
	

	８
	携帯ラジオ
	
	
	
	

	９
	携帯用発電機・コードリール
	
	
	
	

	10
	救助用具(工具、スコップ、ジャッキー等)
	
	
	
	

	11
	毛布、タオル等
	
	
	
	

	12
	予備の電池
	
	
	
	

	13
	ライター、マッチ
	
	
	
	

	14
	簡易テント
	
	
	
	

	15
	簡易トイレ
	
	
	
	

	16
	その他非常時に必要なもの一式
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　定期に点検を行い、不足物品は速やかに補充するものとする。また、飲料水、食料等は最低　　　人分、　　　　日分を確保するものとする。

防火対象物の避難経路消防用設備等の設置位置を記入する

凡例

　　　　　　　　消火器

　　　　　　　　屋内消火栓箱

　　　　　　　　自火報受信機

　　　　　　　　誘導灯

　　　　　　　　避難経路

　　　　　　　　プロパンガス

　　　　 eq \o\ac(○,危)　　　危険物施設
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